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調査にご協力いただいた自治体

• 岩手県：33市町村すべてより回答

• 神奈川県：33市町村すべてより回答

• 石川県15市町：19市町のうち15市町より回答

金沢市、七尾市、小松市、輪島市、珠洲市、加賀市、羽咋市、白山市、

野々市市、津幡町、内灘町、志賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町

• 愛媛県20市町： 20市町すべてより回答
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問1 第１期地方版総合戦略の達成度を教えてください

1: 0～20％（0%）

2: 21～40％

（20%）

3: 41～60％

（35%）

4: 61～80％

（30%）

5: 81～100％

（10%）

6: 未回答、回答不能（5%）

石
川
県
（
15)

愛
媛
県
（
20)

岩
手
県
（
33)

神
奈
川
県
（
33)

1: 0～20％（0%）

2: 21～40％

（13.3%）

3: 41～60％

（26.7%）

4: 61～80％

（40%）

5: 81～100％

（6.7%）

6: 未回答、回答不能（13.3%）

1: 0～20％（0%）

2: 21～40％

（18.2%）

3: 41～60％

（27.3%）

4: 61～80％

（15.2%）

5: 81～100％

（15.2%）

6: 未回答、回

答不能

（24.2%）

1: 0～20％

（9.1%）

2: 21～40％

（30.3%）

3: 41～60％

（21.2%）

4: 61～80％

（24.2%）

5: 81～100％

（12.1%）

6: 未回答、回答不能（3%）
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問2 第１期地方版総合戦略の中で、力を入れている分野３つまで○をつけてください。
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1: 活用した（81.8%）

2: 活用を検討した

（検討したが活用し

ていない）（0%）

3: 活用しなかった

（18.2%）

1: 活用した

（97%）

2: 活用を検討した（検討したが活

用していない）（3%）
3: 活用しなかった

（0%）

1: 活用した

（86.7%）

2: 活用を検討した（検討した

が活用していない）（6.7%）

3: 活用しなかった（6.7%）

1: 活用した（100%）

2: 活用を検討した（検討し

たが活用していない）

（0%）

3: 活用しなかった

（0%）

石
川
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（
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愛
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（
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（
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神
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問3 地方創生の推進を図るため、国の地方創生関係の支援制度を活用しましたか。
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1: 十分である

（65%）

2: 十分ではない

（35%）

1: 十分である

（71.4%）

2: 十分ではない

（28.6%）

1: 十分である

（63%）

2: 十分ではない

（37%）石
川
県
（
14)

愛
媛
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（
20)

岩
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（
27)

神
奈
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（
33)

問4 地方創生に係る国の予算は、貴自治体が地方創生を推進するうえで十分な金額だと感じていますか。

1: 十分である

（66.7%）

2: 十分ではない

（33.3%）
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1: 繋がったと考

える（96.9%）

2: 繋がったと考えら

れない（3.1%）

1: 繋がったと考

える（90%）

2: 繋がったと考えら

れない（10%）

1: 繋がったと考

える（100%）

2: 繋がったと考えら

れない（0%）

1: 繋がったと考

える（100%）

2: 繋がったと考えら

れない（0%）

石
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（
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（
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問5 交付金は貴自治体の地方創生の達成に繋がったと考えますか。
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1: やらなかった

ほうがよかった

と思える施策・

事業はある

（3%）

2: やらなかったほうがよかったと

思える施策・事業はない（97%）

1: やらなかったほうが

よかったと思える施

策・事業はある

（6.1%）

2: やらなかったほうがよかっ

たと思える施策・事業はない

（93.9%）

1: やらなかったほう

がよかったと思える

施策・事業はある

（0%）

2: やらなかったほうがよかったと

思える施策・事業はない（100%）
1: やらなかった

ほうがよかったと

思える施策・事業

はある（5%）

2: やらなかったほうがよかったと

思える施策・事業はない（95%）

石
川
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（
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愛
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岩
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問7 第１期地方版総合戦略の施策・事業のなかで、「これはやらないほうがよかった」（「あまり効果がな
かった」も含む）という施策・事業はありますか。
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1: 活用している（「活用

していた」も含む）

（45.5%）

2: 活用を検討した（検討

したが活用していない）

（18.2%）

3: 活用していない

（36.4%）

1: 活用している（「活用

していた」も含む）

（46.7%）

2: 活用を検討した（検討したが

活用していない）（6.7%）

3: 活用していない

（46.7%）

1: 活用している（「活用

していた」も含む）

（45%）

2: 活用を検討した（検討したが

活用していない）（10%）

3: 活用していない

（45%）

1: 活用している（「活用

していた」も含む）

（42.4%）

2: 活用を検討した（検討

したが活用していない）

（6.1%）

3: 活用していない

（51.5%）

石
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（
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問9 地方創生に関連して、地域経済分析システム（RESAS）を活用していますか。
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1: 活用している（「活用し

ていた」も含む）（0%）

2: 活用を予定して

いる（これから活

用することが決

まっている）

（0%）

3: 活用を検討した

（検討したが活用し

ていない）（6.1%）

4: 活用していな

い（93.9%）

1: 活用している

（「活用していた」

も含む）（10%）
2: 活用を予定して

いる（これから活

用することが決

まっている）

（0%）

3: 活用を検討し

た（検討したが

活用していな

い）（5%）

4: 活用していな

い（85%）

1: 活用している

（「活用していた」

も含む）（20%）

2: 活用を予定して

いる（これから活

用することが決

まっている）

（6.7%）

3: 活用を検討し

た（検討したが

活用していな

い）（6.7%）

4: 活用していな

い（66.7%）

1: 活用している（「活用していた」も含む）（3%）

2: 活用を予定してい

る（これから活用す

ることが決まってい

る）（0%）

3: 活用を検討し

た（検討したが

活用していな

い）（6.1%）

4: 活用していな

い（90.9%）

石
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問11 国の「地方創生コンシェルジュ制度」（専門人材派遣）を活用していますか。
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1: 金労言士との連携はあ

る（73.3%）

2: 金労言士との連携はな

い（26.7%）

1: 金労言士との連携はあ

る（87.9%）

2: 金労言士との連携はな

い（12.1%）

1: 金労言士との連携はあ

る（70%）

2: 金労言士との連携はな

い（30%）

1: 金労言士との連

携はある（69.7%）

2: 金労言士との連携

はない（30.3%）石
川
県
（
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愛
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（
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問12 地方創生を進めるうえで、産学官金労言士との連携が重要視されています。その中で「金労言士」と
連携した取組みはありますか。
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問13 連携する（したことがある）金労言士の団体に当てはまるものすべてに○をつけてください。
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1: 広域連携は必要である

（100%）

2: 広域連携は必要ない

（0%）

1: 広域連携は必要である

（97%）

2: 広域連携は必要ない

（3%）

1: 広域連携は必要である

（93.9%）

2: 広域連携は必要ない

（6.1%）

1: 広域連携は必要で

ある（86.7%）

2: 広域連携は必要な

い（13.3%）
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問15 地方創生を進めるために近隣自治体との役割分担（広域連携）は必要と思いますか。
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問16 どのような分野が広域連携しやすいと考え
ますか。

愛媛 石川 神奈川 岩手

観光 １２ ７ ２１ １５

産業・雇用（企業誘致・産業振興、就
職・雇用、人材育成など ） ４ ０ １１ ９

生活（移住・定住、婚活、子育て、教育
など） ４ ６ ３ １２

安心・安全（医療・福祉、消防・防災、
ゴミ・廃棄物処理、環境対策など） ２ ３ ６ ９

大会・イベント・プロモーション・文化 ４ １ ４ ３

交通・インフラ・公共施設 ２ １ ５ ４

15



1: もっと市町村に

関わってほしい

（12.1%）

2: ある程度は関

わってほしい

（66.7%）

3: あまり関わってほしく

ない（21.2%）

4: 関わってほし

くない（0%）

1: もっと市町村に関

わってほしい（20%）

2: ある程度は関わっ

てほしい（73.3%）

3: あまり関わってほしく

ない（6.7%）

4: 関わってほしくない（0%）

1: もっと市町村に関

わってほしい（15%）

2: ある程度は関

わってほしい

（65%）

3: あまり関わってほしく

ない（20%）

4: 関わってほしくない（0%）

1: もっと市町村に関わってほしい（3%）

2: ある程度は関

わってほしい

（90.9%）

3: あまり関わってほしく

ない（3%）

4: 関わってほしくない（3%）
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問18 地方創生を進めるうえで、国の関与の必要性を教えてください。
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1: もっと市町村に

関わってほしい

（18.2%）

2: ある程度は関

わってほしい

（81.8%）

3: あまり関わってほしくな

い（0%）

4: 関わってほしくない（0%）

1: もっと市町村

に関わってほし

い（33.3%）

2: ある程度は関

わってほしい

（60%）

3: あまり関わっ

てほしくない

（6.7%）

4: 関わってほし

くない（0%）

1: もっと市町村

に関わってほし

い（20%）

2: ある程度は関

わってほしい

（75%）

3: あまり関わっ

てほしくない

（5%）

4: 関わってほし

くない（0%）

1: もっと市町村に

関わってほしい

（33.3%）

2: ある程度は関

わってほしい

（54.5%）

3: あまり関わってほしくない（12.1%）

石
川
県
（
15)

愛
媛
県
（
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岩
手
県
（
33)

神
奈
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（
33)

問19 地方創生を進めるうえで、県の関与の必要性を教えてください。
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1: 地方創生に関す

る職員研修はある

（6.1%）

2: 地方創生に関

する職員研修は

あった（過去

あったが、今は

ない）（9.1%）

3: 職員研修はない（84.8%）

1: 地方創生に関す

る職員研修はある

（0%）

2: 地方創生に関す

る職員研修はあった

（過去あったが、今

はない）（6.7%）

3: 職員研修はない

（93.3%）

1: 地方創生に関す

る職員研修はある

（30%）

2: 地方創生に関

する職員研修は

あった（過去

あったが、今は

ない）（10%）

3: 職員研修はない

（60%）

1: 地方創生に関す

る職員研修はある

（15.2%）

2: 地方創生に関

する職員研修は

あった（過去

あったが、今は

ない）（3%）

3: 職員研修はない（81.8%）

石
川
県
（
15)

愛
媛
県
（
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岩
手
県
（
33)

神
奈
川
県
（
33)

問20 職員研修のメニューに地方創生に関する講座（自治体職員を対象）はありますか。
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1: 地方創生に関す

る研修はある

（15.2%）

2: 地方創生に関

する研修はあっ

た（過去あった

が、今はない）

（9.1%）

3: 研修はない（75.8%）

1: 地方創生に関す

る研修はある

（0%）

2: 地方創生に関

する研修はあっ

た（過去あった

が、今はない）

（0%）
3: 研修はない（100%）

1: 地方創生に関す

る研修はある

（13.3%）

2: 地方創生に関す

る研修はあった（過

去あったが、今はな

い）（0%）3: 研修はない

（86.7%）

1: 地方創生に関す

る研修はある

（20%）

2: 地方創生に関す

る研修はあった（過

去あったが、今はな

い）（0%）3: 研修はない

（80%）

石
川
県
（
15)

愛
媛
県
（
20)

岩
手
県
（
33)

神
奈
川
県
（
33)

問22 地方創生を進めるために、貴自治体の住民や事業者を対象とした研修はありますか。
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問24 現在、地方創生を進めるうえで、問題と
なっていることを記述でご回答ください。

愛媛 石川 神奈川 岩手

人口減少 ４ ６ ６ １０

人材確保 ３ ０ ６ ７

財源確保 ７ ３ １３ ５

産業・雇用・所得 ２ １ ３ ３
20



問25 人口減少の局面で、住民の満足度を高める
ために重要と考える政策は何と考えますか。

愛媛 石川 神奈川 岩手

子育て・教育 ４ ７ １０ ８

経済・産業・雇用 ６ １ ５ １３

医療・福祉 ５ ３ ６ ３

まちづくり ２ １ ５ ６

コミュニティ・住民サービス ４ １ ５ ６

シビックプライド １ ０ ２ ３

交通 １ ２ ７ １
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問26 第2期地方版総合戦略の中で、力を入れている分野３つまで○をつけてください。
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1: 国の将来人口推計を基準にして、定住

人口の増加は可能と考える（6.1%）

2: 国の将来人口推

計を基準にして、定

住人口の維持は可能

と考える（6.1%）

3: 国の将来人口推

計を基準にして、

定住人口の減少速

度の逓減は可能と

考える（60.6%）

4: 国の将来人口推計を基準にし

て、定住人口はより減少してい

くと考える（27.3%）

1: 国の将来人口推計

を基準にして、定住

人口の増加は可能と

考える（0%）

2: 国の将来人口推計を

基準にして、定住人口

の維持は可能と考える

（13.3%）

3: 国の将来人口推計を基

準にして、定住人口の減

少速度の逓減は可能と考

える（73.3%）

4: 国の将来人口推

計を基準にして、

定住人口はより減

少していくと考え

る（13.3%）

1: 国の将来人口推計を基準にして、定住

人口の増加は可能と考える（5%）

2: 国の将来人口推計

を基準にして、定住

人口の維持は可能と

考える（5%）

3: 国の将来人口推計を基

準にして、定住人口の減

少速度の逓減は可能と考

える（80%）

4: 国の将来人口推

計を基準にして、

定住人口はより減

少していくと考え

る（10%）

1: 国の将来人

口推計を基準に

して、定住人口

の増加は可能と

考える（0%）

2: 国の将来人

口推計を基準に

して、定住人口

の維持は可能と

考える（0%）

3: 国の将来人

口推計を基準

にして、定住

人口の減少速

度の逓減は可

能と考える

（78.8%）

4: 国の将来人

口推計を基準に

して、定住人口

はより減少して

いくと考える

（21.2%）

石
川
県
（
15)

愛
媛
県
（
20)

岩
手
県
（
33)

神
奈
川
県
（
33)

問27 貴自治体において2060年にかけて定住人口の状況はどのように考えますか。
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問28 移住・定住の促進の情報発信について、ど
のような媒体を活用していますか。

愛媛 石川 神奈川 岩手

Webサイト １５ １２ １８ １６

SNS ９ ６ １３ １２

動画 ４ ０ ４ ２

チラシ・パンフレット・
出版物（電子媒体を含む） ５ ６ １０ ６

広告・CM ２ ３ ４ ２

イベント・セミナー ０ １ ３ ４
24
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1: 実施済み（15.2%）

2: 実施の予定（0%）

3: 実施を検討（6.1%）

4: 実施の予定なし（78.8%）

1: 実施済み

（40%）

2: 実施の予定

（6.7%）3: 実施を検討（6.7%）

4: 実施の予定なし（46.7%）

1: 実施済み

（60%）2: 実施の予定

（5%）

3: 実施を検討（15%）

4: 実施の予定なし（20%）

問29 移住・定住の促進として「お試し移住制度」を実施している自治体があります。貴自治体は実施の予
定はありますか。

1: 実施済み（30.3%）

2: 実施の予定

（3%）

3: 実施を検討（24.2%）

4: 実施の予定なし（42.4%）
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問31 関係人口を増やすために、施策・事業とし
て何が有効と考えますか。

愛媛 石川 神奈川 岩手

プロモーション・情報発信 １１ ３ ９ １６

雇用・副業 ０ １ ０ ５

ワーケーション・テレワーク ２ ２ ０ ２

ふるさと納税 ７ ６ ９ ７

ゆるきゃら ０ ０ ３ ２

観光・交流 ３ ４ ３ １

イベント ０ ３ ３ １
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1: 十分に認知されている

（3%）

2: あまり認知されていな

い（63.6%）

3: ほとんど認知されて

いない（27.3%）

4: まったく認知されていない（6.1%）
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奈
川
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（
33)

1: 十分に認知されている（0%）

2: あまり認知されていな

い（86.7%）

3: ほとんど認知されて

いない（6.7%）

4: まったく認知されていない（6.7%）

1: 十分に認知されている（0%）

2: あまり認知されていな

い（75%）

3: ほとんど認知されて

いない（20%）

4: まったく認知されていない（5%）

問32 第１期地方版総合戦略に関して、住民は同戦略を認知していると思いますか。

1: 十分に認知されている

（3%）

2: あまり認知されてい

ない（60.6%）

3: ほとんど認知され

ていない（30.3%）

4: まったく認知されて

いない（3%）

5: その他（3%）
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問33 第１期地方版総合戦略に関して、住民は同
戦略を認知していない理由

愛媛 石川 神奈川 岩手

広報・周知 ７ ２ ２ １１

住民の関心・認知度 １１ ８ ２２ １３

総合計画との関連 ２ ０ ５ ４

認識のズレ ３ ２ ３ ７
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1: 支援を行っており、

成果がでている（20%）

2: 支援を行っているが、

成果はでていない

（20%）

3: 支援策を検討中で

ある（33.3%）

4: 支援の予定はない

（26.7%）

1: 支援を行っており、成果

がでている（0%）

2: 支援を行っているが、

成果はでていない

（15%）

3: 支援策を検討中で

ある（30%）4: 支援の予定はない

（55%）

1: 支援を行っており、成

果がでている（12.1%）

2: 支援を行っている

が、成果はでていない

（0%）

3: 支援策を検討中

である（39.4%）

4: 支援の予定はな

い（48.5%）

1: 支援を行っており、成果

がでている（24.2%）

2: 支援を行っているが、

成果はでていない

（12.1%）

3: 支援策を検討中である

（21.2%）

4: 支援の予定はない

（39.4%）

5: その他（3%）
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問34 外国人材の受入・共生支援についてお聞かせください。
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